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地域間産業連関表を活かす生産誘発分析への一提案 
宇多 賢治郎1 

１．はじめに 

我が国は、資源の多くや食糧を輸入に頼り、それを購入するため、また国内経済の発展に用いる資

金を稼ぐため、輸出を行ってきた。貿易の重要性は、古くから指摘されていることであり、例えば

1949 年に発行された我が国最初の『通商白書』でも、戦争によって失われた産業や運輸手段を示し

た上で、「通商の振興なくしては経済の自立は望み得べくもない」と通商の重要性を説いている。そ

のような厳しい状況下でも、我が国は生産工程のほとんどを国内で済ませる「フルセット型」と呼ば

れる独立度の高い経済構造を保てたことで、資源や加工度の低い中間財を輸入して加工度の高い製品

を輸出する「加工貿易」を行いながら、低い貿易依存度を維持することができていた。しかし、著し

い経済成長を遂げたアジアの新興国など他国との国際分業が進み、この二十年で経済構造は大きく変

化している。 

このような変化の中、我が国は 2011 年に数十年ぶりに貿易赤字となり、「空洞化」問題が顕在化し

た。「空洞化」問題は、英語の「Hollowing-out」（くり抜く）という言葉が表すとおり、産業や生産拠

点が消失することである。この「空洞化」は安い製品を求めた消費者、コストダウンのため中間財を

輸入した企業、また賃金や電気代などの低コスト化、最新技術を用いた設備への刷新、特区の優遇措

置などの利を得るため海外移転を選択した企業など、各経済主体の合理的な選択の総和および相乗効

果が一国経済にもたらした結果である。 

これらの選択は経営的、ミクロ経済的な立場で評価するならば、合理的なのであろう。しかし長期

的、マクロ経済的に捉えると、結果的に国内、地域内の産業連関を断ち、生産誘発効果を減少させ、

それに伴う GDP 成長の停滞と内需の国内への再循環の減少をもたらすという、悪循環を生じさせて

いる。このようなことから、1990 年以降のいわゆる「失われた 20 年」には、個々の「利」（もうけ）

にとっては合理的な行動が、回り巡って国内経済にもたらす「益」（人や世の中の役に立つこと）を

以前よりも悪化させる、「合成の誤謬」が生じていたといえる。 

筆者は近年の研究で、このような我が国内の経済構造の変化を、生産誘発分析を用いて示してきた。

その一環として、2012 年度の PAPAIOS 大会では地域レベルの分析を行い、地域間の生産誘発構造の

弱化を示した。本論文では、この地域レベルでの分析を発展させ、全国レベルで捉える分析を行う。

そのため、1975 年から 2005 年までの７時点の地域間産業連関表を用いる。 

 

２．前提：フルセット型経済からの構造変化 

2-1．用途別分類で見る財貿易の変化 

地域間の生産誘発構造の分析を行う前提として、まず国レベルの財貿易の変化を捉える。我が国は

「貿易立国」と言われてきたが、貿易依存度（GDP 比）は米国や EU27 の加盟国以外との貿易依存

度と同程度、EU 内の先進国の貿易依存度の半分程度の低さである2。これは我が国が、資源を輸入し

た後の最終財までの生産を国内で行う産業構造を持っていたからであり、関（1993）はこれを「フル

                                                        
1 山梨大学（教育人間科学部准教授）、 kuda@yamanashi.ac.jp 、 研究紹介 Web サイト http://www.geocities.jp/kenj_uda/ 
発表にあたり、本稿を含む一連の研究にご協力いただいた立正大学の石田孝造名誉教授、藤岡明房教授、一橋大学

の久保庭眞彰特任教授、経済産業省の新井園枝氏、他多くの方々に、ここに記し深く感謝申し上げる。 
2 宇多（2012b）を参照。 
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セット型産業構造」と名づけている。 

図１は、財務省の「貿易統計」の「特殊分類」、つまり資本財、消費財など経済的用途による分類

別に示した輸出額、輸入額の GDP 比である。 

 

図１ 財貿易（特殊分類）の GDP 比と内訳（左：輸出、右：輸入） 
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備考：用途目的別に分類するため、商品特殊分類の「工業用原料」を「粗原料、鉱物性燃料」と「他工業用原料」に分類した。

「他工業用原料」には、「化学工業生産品」、「金属」、「繊維品」、他からなる。また、2012年のGDPは速報値。

資料：財務省「貿易統計」から作成。  
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「他工業用原料」には、「化学工業生産品」、「金属」、「繊維品」、他からなる。また、2012年のGDPは速報値。

資料：財務省「貿易統計」、内閣府「国民経済計算」から作成。  

図１は、我が国の財貿易の GDP 比が 1985 年以降減少し、1993 年以降に増加していることを示し

ている。この時期の変化を貿易額で測ると、1985 年まで減少し、その後増加している。このことか

ら、1990 年前後の低い依存度での推移は、プラザ合意後の内需拡大、いわゆるバブル経済により GDP

が増加したためと説明できる。 

図１右の輸入のグラフは、1985 年までの輸入の多くが「粗原料、鉱物性燃料」であることを示し

ている。この「粗原料、鉱物性燃料」の増減は、主に石油価格の変動によるものであり、1970 年代

の二度のオイルショックによる原油価格の高騰が我が国の貿易に及ぼす影響が大きかったことが確

認できる。しかし、1990 年以降、加工度の高い中間財である「他工業用原料」や「最終財」である

「非耐久消費財」、「耐久消費財」、「資本財」が増加しており、加工度の高い中間財や最終財の輸入が

増加していることが分かる。 

また図１左の輸出のグラフからは、1995 年以降の「粗原料、鉱物性燃料」、「他工業用原料」、「資

本財」の輸出の増加が確認できる。これらの変化は、国際分業化の進展に伴う中間財貿易の増加、生

産拠点の海外移転によるものと考えられる。 

 

2-2．貿易の変化が国内産業連関にもたらした影響 

次に、このフルセット型の資源輸入、最終財輸出から中間財貿易に移行することが、国内経済に及

ぼす影響を示したものである。図２、図３は輸入による国内の産業連関の寸断を国内の産業空洞化の

説明と併せて示したものである3。 

図２は、輸入によって国内の生産誘発の連鎖が途切れることを示したものである。また図３は、中

間財貿易により、国内の産業が３から１に減少し、統計上は同じ貿易額を維持したとしても、フルセ

ット型に比べて国内経済を動かす効果は小さくなることを示したものである。 

 

                                                        
3 宇多（2012b）、図３、図５を引用。 
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 図２ 企業の選択と産業連関構造の寸断 図３ 産業連関と「波及効果」の流れの例  
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これらを踏まえると、「フルセット」型の時代は、自国の経済の発展が不十分で規模が小さく、オ

イルショックによる石油価格の高騰の影響を受けたが、生産誘発効果は高かったと説明できる。これ

に対し、1995 年以降の輸出、輸入の両 GDP 比の増加は「中間財貿易」が増えたことによるものであ

り、生産誘発効果は低くなっていると説明できる4。 

 

2-3．地域間表を使った国内経済構造分析 

次に、このような貿易の変化が地域間の生産誘発効果に与えた影響を示すにあたり、国内、地域間

の生産誘発効果の流れを整理する。図４は、分析対象である我が国と地域間の生産誘発効果や他の金

の流れを整理したものである。 

 

図４ 一国と地域間の波及効果の流れ 

 
図４の左側は、筆者の長期的な分析目的を整理したものである。筆者は、生産誘発分析を拡張し、

貿易以外の通商を含む国外との金のやり取り、つまり国際収支を含めた包括的な分析を必要と感じて

おり、それを長期的目標としている。 

これに対し、本論文では図４の右側に示した、地域内、地域間の生産誘発効果を分析する。地域の

場合、他地域との交易つまり移出、移入による生産誘発効果があり、地域間表を使うことで分析を行

                                                        
4 国内表を使った生産誘発構造の分析結果は、筆者のこれまでの研究を参照。 
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うことができる。本論文では、このような影響を産業構造としてではなく、生産誘発構造としてマク

ロに捉える。つまり、各地域の産業を統合して一部門で扱い、一国の産業連関を捉えるように、地域

間の分業構造を捉える。このようなことから輸入は生産誘発効果の「機会損失」（Opportunity Loss）

として扱うのに対し、ある地域の移入は国内の別の地域の生産誘発を促すため、生産誘発の「機会損

失」としては扱わない方針を採る。 

 

３．分析手法 

3-1．地域間産業連関表の加工 

本論文では、これまで筆者が研究してきた一国の競争輸入型産業連関表（以下、競争型表）と非競

争輸入型産業連関表（以下、非競争型表）を組み合わせる生産誘発分析の手法を、地域間産業連関表

（以下、地域間表）に合わせて拡張したものを用いる5。本節では分析方法の概要を説明し、計算方

法は Appendix で説明する。 

今回の分析では、経済産業省の 1975 年から 2005 年の７時点の地域間表を用いている6。この地域

間表は Isard 型の非競争移入・競争輸入型であるため、非競争輸入型に加工した表を作成した。この

表では、地域間表の作成工程を踏まえ、自地域、他地域の区別無く輸入係数を一律にかけるのではな

く、自地域の値のみにかけ、国産と輸入の分割を行っている7。 

また、非競争移入・非競争輸入型に加工した地域間表から、各地域の地域内表を抽出し、非競争移

入・競争輸入型、非競争移入・非競争輸入型の地域間表、競争移入・競争輸入型、非競争移入・非競

争輸入型の地域内表の計４種の表を用いて分析を行う。ただし、抽出した地域内表は列和と生産額が

一致しなくなるため、地域間表の結果と比較することと、分析の基準となる経済構造が閉じていた場

合に地域内最終需要で生じる生産誘発効果の値を計算することに、利用を留める。 

なお、本論文では各地域の産業部門を基本１部門、または一部の値を抽出するため３部門に統合し

て分析を行っている。これに対し、計算は各年の最大の部門数の表で行い、まず 27 部門に統合して

揃えた計算結果を用意している。この部門分類は、経済産業省の地域間産業連関表の Webpage にあ

る「利用上の注意及び部門分類」に基づいたものである8。 

 

3-3．生産誘発効果の「残存率」 

このように統合した計算結果を用い、本論文ではまず生産誘発効果の「残存率」を示す9。 

「残存率」は、最終需要により生じた生産誘発効果の内、何％が国内、地域内に留まっているかを

示したものである。この「残存率」は、競争輸入型表から求めた生産誘発効果で、非競争輸入型表の

生産誘発効果を割って求めている。この「残存率」は、国際分業や国内の産業空洞化が進み、国内の

                                                        
5 2012 年の PAPAIOS 大会における宇多、井田、芦谷（2012）の報告は一地域、主に「近畿」地域の立場から国内地

域との生産誘発効果を試算したものであり、国の立場から分析を行う本論文とは視点が異なる。 
6 2000 年版は公的には作成されていないが、経済産業省の Webpage にある「個人的に『平成 12 年試算地域間産業連

関表』として作成された表」を用いた。（ http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/tiikiio/result/result_s1.html ） 
7 具体的な方法は、Appendix を参照。なお、経済産業省の Webpage にある非競争輸入型のレオンチェフ逆行列は、自・

他地域を区別せず、一律に輸入係数行列をかけて計算されている。 
8 「利用上の注意及び部門分類」は、平成 17 年地域間産業連関表の Webpage を参照。

（ http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/tiikiio/result/result_02.html ） 
9 本論文は地域、地域間の分析であることから、「国内残存率」ではなく「残存率」と表記する。 
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産業連関が弱まると減少する。 

図５と図６は、「残存率」を直接と間接に分けて示す場合の計算方法である。 

 

 図５ 「残存率」の行列の例 図６ 「残存率」のグラフ化の例 
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図５は、「車」の生産に必要な産業連関を単純化して表現したものである。「車」（縦）は「資源」

以外の国産率が一律80％の場合の「残存率」であり、生産工程をさかのぼると、乗数効果により「残

存率」は小さくなる。この表を実際の分析に用いる場合、構造を捉えるためにはある程度の部門数が

必要であるのに対し、部門数を増やすと「残存率」の数値の数が部門数の２乗で増えるため、分かり

にくくなるという問題がある。 

これに対し、筆者はサーモグラフィーの表現方法を使って、「残存率」の行列を色覚化する方法を

用いている。図６は、図５の値をグラフ化したものである10。 

ただし、地域間表を用いる場合、対角上の地域内の「残存率」とは異なり、対角以外の地域間の「残

存率」は、「地域間表の示す地域間分業構造がある場合、地域間の生産誘発効果が輸入によってどれ

だけ失われるか」を示す値になる。つまり地域間の「残存率」は、地域間分業そのものの強さを示す

ものではなく、また「率」であるため強さそのものを示すものでもない。このことから、地域間分業

の強さを他の分析手法で示し、補う必要がある。 

 

3-4．「誘発源別の生産誘発効果」のグラフ 

この「残存率」を補うため、本稿では生産誘発係数と生産誘発依存度、スカイラインチャートの表

現方法を拡張した「誘発源別の生産誘発効果」のグラフを用いる。生産誘発係数と生産誘発依存度は、

４種の表を用いること以外は、汎用の方法を用いるため説明を省略する。ここでは、「誘発源別の生

産誘発効果」のグラフについて説明する。 

図７は、Leontief（1963）のスカイラインチャートと、それを地域間表で用いるために拡張した「誘

発源別の生産誘発効果」のグラフ、また今回の分析のために改良したグラフを比較したものである。

「誘発源別の生産誘発効果」のグラフは、2012 年度の PAPAIOS の大会で発表した宇多、井田、芦谷

（2012）で用いたものである11。本論文では、このグラフをそのまま用いるのではなく、縦方向を有

                                                        
10 宇多（2011）では、我が国の基本表を、最終需要目的別（衣食住など）に分類し、三角化を行った表を用いて、1990
年から 2005 年の「国内残存率」を示した。これにより産業全体の、特に間接の生産誘発効果の「国内残存率」が大

きく低下していることが確認できた。 
11 宇多、井田、芦谷（2012）では、他に 3-2 で説明した、「U ターン効果」などを調べるため、経路別に表現する方
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効に使うため、地域内の生産誘発の一部を省略する方法を採る。 

 

図７ スカイラインチャートと拡張したグラフの比較 
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まず、図７中央の変更前の「誘発源別の生産誘発効果」のグラフの、プラス側から説明する。 

・地域内競争型（100％、競争輸入・競争移入型地域内表で計算） 

スカイラインチャートと同様に、地域経済が閉じているものとし、そこで生じるであろう地域

内最終需要の生産誘発額を「自給」の基準値とする。この場合の「自給」とは、移入、輸入によ

り失われた生産誘発を補うだけの生産誘発を移出、輸出によって補えた状態を意味する。 

・地域内非競争型（赤線、非競争輸入・非競争移入型地域内表で計算） 

地域内最終需要の生産誘発額と、地域経済が閉じていた場合に生じていた生産誘発額の比。 

輸入、移入によって失われた分を除いた、地域内需の生産誘発効果である。 

・「地域内需」の生産誘発（灰色の棒グラフ、非競争輸入・非競争移入型地域間表で計算） 

自地域の最終需要のため他地域から移入すると、その移入による間接の生産誘発効果の一部が

自地域に戻ってくる。この「U ターン効果」が含まれるため、地域内表で求めた値よりも大きく

なる。棒グラフには自地域の色を塗る。 

・「移出」、「輸出」の生産誘発（水色、薄緑の棒グラフ、非競争輸入・非競争移入型地域間表で計算） 

分析では、移出の棒グラフを地域別に分け、各地域の色を塗る。 

・自給率（棒グラフの頭） 

輸入、移入により失われた生産誘発を、輸出、移出による生産誘発によってどれだけ補えたか

を示す。これが 100％以下の場合、その地域は「自給」ができていないことになる。 

 

また、グラフの０以下、マイナス側の「生産誘発の機会損失」の各値は、競争輸入・競争移入型地

域間表と非競争輸入・非競争移入型地域間表の生産誘発額の差分から求める。この値は、輸入と移入

に分けるか、要因別に分けるかの二通りの表現が可能である。今回は、要因別に分けて示す方法を説

                                                                                                                                                                                   
法を提案している。この経路別に示す場合は地域間表を使った計算結果から、対象地域に関係する効果を抽出する

作業が必要となる。 
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明する。 

・「地域内需」の「機会損失」（灰色の棒グラフ） 

自地域の最終需要による生産誘発の内、輸入により「機会損失」した分。 

・「移出」、「輸出」の「機会損失」（各棒グラフ） 

移出、輸出による生産誘発の内、輸入により「機会損失」した分。 

分析では、「機会損失」をもたらした要因別、つまり輸出と地域別の移出に分けて示す。 

 

3-5．「誘発源別の生産誘発効果」のグラフの改良点 

本論文では、「誘発源別の生産誘発効果」のグラフをそのまま用いるのではなく、いくつかの改良

を行った。まず、移入による生産誘発の「機会損失」はグラフに示さないことにした。これは本研究

が、地域間の生産誘発構造を国の視点から分析するという立場を採ることによる。また、ある地域の

移入による生産誘発の「機会損失」は、他地域にとっては移出による生産誘発効果にあたり、これは

グラフで示されている12。 

また、「誘発源別の生産誘発効果」のグラフに、以下の二点の変更を加えた。 

 

・「地域内需」の機会損失の変更（灰色の棒グラフ） 

図７中央の「誘発源別の生産誘発効果」のグラフの赤線と「地域内需」の生産誘発の差分。こ

の差分には、図７右のグラフで「地域間のつながりにより、地域内で生じた生産誘発」と説明し

ているように、地域内最終需要段階の移入により他地域で生じた生産誘発の一部が中間財の移出

により戻ってくる、「U ターン効果」が含まれる。 

・地域内の産業連関では不足する生産誘発（赤線） 

競争輸入・競争移入型の地域内表と非競争輸入・非競争移入型の地域内表でそれぞれ求めた地

域内最終需要の生産誘発効果の差分。この赤線に棒グラフが届いていると、地域が「自給」でき

ている、つまり輸入や移入により失われる生産誘発を、他の産業で補えていることになる。 

 

４．分析結果 

4-1．一経済圏における生産誘発の循環と地域の統合 

このような分析手法を用いるにあたり、まず国の視点から地域間の生産誘発構造を捉えるため、地

域間表が９地域に分かれているのを、６地域に統合する作業を行った。 

国や地域の自給度は、人口規模や経済圏としての規模に影響を受けるところがある13。他経済圏へ

の依存が少なく、自給体制が整うには、ある程度の経済圏の規模が必要である。例えば、海に囲まれ

た人口１億３千万人の我が国の貿易依存度は、それぞれ人口、３億人程度、５億人程度の米国、EU

と同程度に低く、生産誘発効果の「残存度」は米国より高く、EU と同程度である。一方、EU の加

盟国であるドイツは人口８千万人であるのに、他の EU 加盟国との経済的つながりから貿易依存度は

                                                        
12 外生である輸入の場合は、あくまで対象国である我が国にとっての「機会損失」であり、それが他国の輸出による

生産誘発効果と一致するものではないことに留意する必要がある。 
13 地理や近隣諸国との関係、経済発展の度合いなど様々な条件がからむため、単純な比較は困難である。 
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我が国の２倍以上、「残存度」は本稿で示す我が国の「関東」地域程度に低い14。 

このようなことから本論文では、国内９地域の北海道と東北、中国と四国、九州と沖縄を合わせ、

６地域とした。表１は、９地域から６地域への統合による構成比の変化を示したものである。 

 

表１ 生産誘発額（需要）と生産額（供給）の比（地域間表） 

９地域 
1975 1990 2005 

６地域 
1975 1990 2005 

需要 供給 需要 供給 需要 供給 需要 供給 需要 供給 需要 供給

北海道 5.4% 4.4% 4.5% 3.7% 4.5% 3.7% 北＋東 

（北海道 

＋東北）

13.2% 10.8% 11.2% 9.8% 11.2% 9.9%
東北 7.8% 6.3% 6.7% 6.2% 6.6% 6.2%

関東 37.7% 39.3% 42.1% 43.5% 42.7% 44.4% 関東 37.7% 39.3% 42.1% 43.5% 42.7% 44.4%

中部 10.5% 12.5% 10.4% 13.2% 10.8% 13.4% 中部 10.5% 12.5% 10.4% 13.2% 10.8% 13.4%

近畿 17.1% 19.3% 17.1% 17.9% 15.9% 16.5% 近畿 17.0% 19.3% 17.1% 17.9% 15.9% 16.5%

中国 6.8% 8.2% 5.8% 6.6% 5.9% 6.7% 中＋四 

（中国 

＋四国）

10.3% 11.4% 8.9% 9.3% 8.9% 9.5%
四国 3.4% 3.2% 3.1% 2.7% 3.0% 2.8%

九州 10.4% 9.0% 9.4% 8.0% 9.7% 8.6% 九＋沖 

（九州 

＋沖縄）

11.3% 9.5% 10.2% 8.5% 10.5% 9.2%
沖縄 0.9% 0.6% 0.8% 0.5% 0.8% 0.6%

全国 100.0% 102.8% 100.0% 102.4% 100.0% 103.2% 全国 100.0% 102.7% 100.0% 102.3% 100.0% 103.0%

注１：「需要」は、競争輸入・競争移入型産業連関表を抽出して求めた、地域内最終需要の生産誘発額の構成比。 
注２：「供給」は、各地域の生産額と全国の「需要」額の比。そのため多くの場合、合計が 100％にならない。 
注３：９地域、６地域で別個に生産誘発額を計算したため、統合した地域の値に乖離が生じていることがある。 
注４：表では、需要と供給を比較し、値が大きい方に灰色を塗ってある。 

 

表１から、この統合により関東地域を除く他５地域の需要（地域内最終需要の生産誘発額）の全国

比が 8.8％から 15.9％の範囲に収まったことが分かる15。 

この統合を踏まえ、９地域、６地域の「残存率」をグラフ化したものが、図８である。 

図８左では、統合された６地域を区別のため点線で示してある。この図８からは、1995 年以降「残

存率」は減少しているものの、1985年から 1995年の期間は沖縄を除き増加傾向にあることが分かる。

また国内の４割前後と、他地域よりも需要、供給の規模が数倍大きい「関東」地域は「残存率」が他

の地域と比べて高くなっている。一方、それ以外の地域の値を見ると、６地域にまとめることにより、

値のちらばりが小さくなっている。特に「中国」地域と「四国」地域は他地域と比べて「残存率」が

低いのが、統合により値が増加している。「北海道」地域の「残存率」が「東北」地域と統合する前

よりも低くなることから、「中国」地域と「四国」地域のつながりが確認できる。 

 

                                                        
14 宇多（2012b）では、日・米・EU 内のドイツの三国の「国内残存率」を比較し、ドイツの貿易依存度が高く、「国

内残存率」が低いことを示した。なお、我が国は人口が米国や EU と比べて少ないのに同程度の低い貿易依存度、よ

り高い「国内残存率」を維持できていたのは、以前は周辺に工業国がなかったためであると考えられる。また、そ

れが近年の新興国の経済成長により、地の利を失ったことが理由の一つと考えられる。 
15 計算は、各年の最多部門の地域間 IO 表を用いており、計算後統合している。つまり、９地域で計算した結果を、

６地域に統合している。ただし、地域内表の場合は予め６地域に統合、地域間でも統合した地域間の交易を地域内

需要と扱うように加工したものを用いている。 
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図８ 「残存率」の推移（地域内表、左：９地域、右６地域） 
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4-2．一経済圏における生産誘発の循環と地域の統合 

次に、地域間表を使い、地域内、地域間の「残存率」の変化を示す。 

図９は、各地域の産業を一部門に統合し、地域内、地域間の「残存率」を示したものである。 

 

図９ 生産誘発効果の「残存率」（全最終需要、地域間表） 

 
北
＋
東

関
東

中
部

近
畿

中
＋
四

九
＋
沖

北
＋
東

関
東

中
部

近
畿

中
＋
四

九
＋
沖

北
＋
東

関
東

中
部

近
畿

中
＋
四

九
＋
沖

北
＋
東

関
東

中
部

近
畿

中
＋
四

九
＋
沖

北
＋
東

関
東

中
部

近
畿

中
＋
四

九
＋
沖

北
＋
東

関
東

中
部

近
畿

中
＋
四

九
＋
沖

北
＋
東

関
東

中
部

近
畿

中
＋
四

九
＋
沖

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6

北＋東 1 北＋東 1 北＋東 1 北＋東 1 北＋東 1 北＋東 1 北＋東 1
関東 2 関東 2 関東 2 関東 2 関東 2 関東 2 関東 2
中部 3 中部 3 中部 3 中部 3 中部 3 中部 3 中部 3
近畿 4 近畿 4 近畿 4 近畿 4 近畿 4 近畿 4 近畿 4
中＋四 5 中＋四 5 中＋四 5 中＋四 5 中＋四 5 中＋四 5 中＋四 5
九＋沖 6 九＋沖 6 九＋沖 6 九＋沖 6 九＋沖 6 九＋沖 6 九＋沖 6

最
終
需
要

全産業
2005

総需要

最
終
需
要

最終需要 最終需要 最終需要 最終需要 最終需要 最終需要 最終需要

最
終
需
要

全産業
1990

総需要

最
終
需
要

全産業
1995

総需要

最
終
需
要

全産業
2000

総需要

全産業
1975

総需要

最
終
需
要

全産業
1980

総需要

最
終
需
要

全産業
1985

総需要

  

図９のグラフ上部と左部の「最終需要」の値は最終財の地域産率になる。また、最終需要以外の部

分は、横に最終財を生産した地域を、縦に間接的な生産誘発効果を受けた地域を並べている。対角上

の値は地域内の「残存率」、対角以外の値は地域間分業による生産誘発効果の一部が輸入によって失

われ、どれだけ留まったかを示している。 

これを見ると、全般的に 1975 年から 1985 年の「残存率」は 70～80％程度で横ばい、1985 年から

1995 年に増加している。また、1995 年はほぼ 80～90％であった「残存率」が、2005 年には多くの値

が 60～80％に減少している。このことから、国内の生産誘発構造の強まりが、1990 年～1995 年の間

にピークを向かえ、その後下降したことが分かる。また、1995 年以降では、「中国＋四国」地域が受

ける生産誘発効果の「残存率」の減少が目立つ。このことは、地域間分業によって「中国＋四国」地

域が受けるはずの生産誘発が、輸入によって失われる度合いが強いことを示している。 

 

4-3．地域内表と地域間表の結果の比較 

次に、各地域の地域内表と地域間表を用い、生産誘発係数と生産誘発依存度を示す。図 10 は、左

側に二種類の地域内表から求めた生産誘発係数、右側に二種類の地域間表を比較した生産誘発係数を

並べたものである。図 10 の「輸入」は競争型輸入表と非競争型輸入表の差分を生産誘発効果の機会

損失とし、輸入額で割ったものであり、輸入額の何倍の生産誘発効果が失われたかを示している。 
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図 10 生産誘発係数の比較（左：地域内、右：地域間） 
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まず図 10 の左右のグラフを比較すると、地域内表に比べて地域間表の値が大きいことが分かる。

これは、地域間表が地域間の中間投入構造を捉えていることにより、移入による間接の生産誘発効果

の一部が戻ってくる「U ターン効果」、また「移出」や「輸出」は地域内表では捉えられない他地域

での最終需要ないし輸出を要因とする間接の生産誘発効果を勘定できていることによる。その中でも、

「輸出（間）」の「北海道＋東北」地域の生産誘発係数は、地域内表の値に比べて大きく、特に 1975
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年、1980 年の値は突出している。これは係数の分母である「北海道＋東北」地域からの輸出額が小

さく、逆に分子である全国の輸出による生産誘発効果、特に「関東」地域からの輸出の間接の生産誘

発が大きかったことによる16。 

次に、「地域内最終需要」、「移出」、「輸出」のグラフを見ると、点線の競争輸入型表を使った係数

は 1980 年から 1995 年まで減少し、その後増加している地域が多いのに対し、実線の非競争輸入型表

の値は、競争輸入型表の結果に比べて増加が緩やかか横ばい、地域によっては減少していることが分

かる。これは同額の輸出や地域内最終需要によって生じる生産誘発効果が増加するはずが、輸入や移

入によって抑えられたことを示している。一方、輸入による生産誘発効果の「機会損失」は、「中部」

地域、「中国＋四国」地域を除く４地域で 1995 年以降増加している。 

 

図 11 生産誘発依存度の比較 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

北＋東 関東 中部 近畿 中＋四 九＋沖

地域内最終需要（内）

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

北＋東 関東 中部 近畿 中＋四 九＋沖

地域内最終需要（間）

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

北＋東（移出） 関東（移出） 中部（移出） 近畿（移出） 中＋四（移出） 九＋沖（移出）

移出（内）

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

北＋東 関東 中部 近畿 中＋四 九＋沖

移出（間）

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

北＋東（輸出） 関東（輸出） 中部（輸出） 近畿（輸出） 中＋四（輸出） 九＋沖（輸出）

輸出（内）

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

北＋東（輸入） 関東（輸入） 中部（輸入） 近畿（輸入） 中＋四（輸入） 九＋沖（輸入）

輸入（内）

 
注：他の結果と整合性を取るため、依存度の分母は生産額ではなく、競争型地域内産業連関表の地域内最終需要

の生産誘発額を用いた。 

                                                        
16 このことから、地域間表を用いた場合、地域別の生産誘発係数は「係数」ではないことになる。 
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次に、同様の比較を生産誘発依存度で行う。図 11 は、左側に二種類の地域内表から求めた生産誘

発依存度、右側に二種類の地域間表を比較した生産誘発係数を並べたものである。ただし、生産誘発

依存度の場合、地域内表、地域間表のグラフでは輸出と輸入の結果に違いが出なかったため、グラフ

を省略してある。 

図 11 を見ると、輸出、輸入の依存度が 1995 年までに減少し、それ以降は増加していることが分か

る。これに対し、地域内最終需要と移出の値は減少、特に移出は 1990 年から減少している。また、

地域内表と地域間表の結果を比較すると、地域内表で移出の生産誘発とされていた値の 10％程度が

地域内表では地域内最終需要の値になっている。この部分が、地域間表を作成することで示せた生産

誘発効果になる。また、地域内表から求めた生産誘発効果の「機会損失」で、生産誘発依存度と同じ

計算を行った結果を見ると、輸入による「機会損失」は増加し、移入による「機会損失」は減少して

いる。このような移出の生産誘発依存度の低下と輸入の「機会損失」の増加は、地域間の分業が弱ま

り、それぞれの地域の国際分業が強まっていることを示している。 

 

4-4．「残存率」の比較 

次に、図９で示した生産誘発効果の「残存率」を、特に第二次産業の生産工程における「残存率」

の変化を捉えるため、産業別に分解する。 

図 12 は、第一次、第二次、第三次の産業別に、「残存率」を示したものである17。 

 

図 12 生産誘発効果の「残存率」（産業別、地域間表） 
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この産業別の「残存率」は、各産業内の生産誘発を抽出したものであり、それ以外の産業から受け

た、与えた生産誘発効果は含まれていない。 

                                                        
17 他に最終需要別（地域内需要、移出、輸出）、経済主体別（家計、企業、政府）のグラフを作成したが、値の大小

の違いはあっても。傾向は図９と同じであったため、省略した。 
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図 12 からは、第一次産業、第二次産業の「残存率」が 1990 年に最も高く、それ以降減少している

ことが分かる。つまり、第一次産業、第二次産業においてはフルセット型から国際分業への移行が

1990 年前後から始まっていたことになる。これに対し、第三次産業の「残存率」が高く、また「残

存率」の変化が遅く、また小さく、全産業の需給に占める第三次産業の比率が 1990 年以降も増加し

ていたことにより、産業全体での生産誘発効果の「残存率」のピークを 1995 年前後に遅らせていた

ことが分かる。 

 

4-5．「残存率」の比較 

最後に、国内経済全体では転換点と見られる 1995 年とその前後 10 年の三時点の状況を、「誘発源

別の生産誘発効果」のグラフで示し、比較する。なお、図 13～15 で示せる特徴の内、これまでの図

表で示したものは、説明の重複を避けるため省略する。 

図 13～15 の赤い折れ線グラフは移入、輸入による生産誘発の「機会損失」を示し、この赤線を棒

グラフが越えていれば、生産誘発面から見て「自給」を達成していることになる。この場合の「自給」

とは、地域経済が閉じている状態の生産誘発効果よりも、交易・貿易がある実際の状況の誘発効果の

ほうが大きい状態を指す。これより、「北海道＋東北」地域と「九州＋沖縄」地域は「自給」には 10％

程度、生産誘発効果が足りていないことが分かる。 

また、「自給」が達成できている４地域のうち、「中部」地域だけは国内だけでも自給を達成できて

いたが、2005 年では全ての地域で輸出が必要になっている。このことから、自地域また地域間の生

産誘発だけでは弱く、輸出に依存していること、近年はその傾向が強まったことが分かる。 

 

図 13 誘発源別の生産誘発効果（1985 年、地域間表） 
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図 14 誘発源別の生産誘発効果（1995 年、地域間表） 
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図 15 誘発源別の生産誘発効果（2005 年、地域間表） 
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横軸のすぐ上の棒グラフの自地域の値は、地域間表でないと捉えることのできない他地域を経由し

て戻ってきた自地域の生産誘発効果、つまり「U ターン効果」である。グラフの横幅が示している需

給の規模が、４割程度と大きい「関東」地域では、この地域間表でないと示せない「U ターン効果」
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が、需給の規模が１割程度の規模の他地域への移出による生産誘発と変わらぬ大きさを持っている。

このことからも、地域間表の意義が確認できる。 

グラフのマイナスの値の、輸入による生産誘発の「機会損失」を 1985 年と 2005 年の二時点で比較

すると、赤線の高さは同程度であるのに対し、2005 年はマイナスの棒グラフの値が 1985 年よりも大

きいことが分かる。このことは、国内に残る生産誘発効果は同程度でも、輸入による生産誘発効果の

「機会損失」が昔に比べて大きくなっていることを示している。その中でも輸出要因の「機会損失」

の増加が大きいことが分かる。 

この輸入による「機会損失」を輸出の生産誘発効果（灰色、プラス）と比較して収支を見ると、中

部地域を除き、2005 年には貿易の生産誘発効果の収支は赤字になっていることが分かる。つまり、

輸出によって引き込むはずの生産誘発効果よりも、輸入による生産誘発の「機会損失」のほうが大き

いことになる。つまり、生産誘発効果の収支が赤字の状態が、貿易収支の GDP 比が黒字で推移して

いた 2005 年の時点で、既に生じていたことになる。 

 

５．おわりに 

本論文では、国の視点から地域間の生産誘発効果を分析する立場を採り、分析を行った。そのため、

生産誘発分析を地域間産業連関表に合わせて拡張し、各地域の自給・分業構造の比較を行った。 

今回の分析では、まず「フルセット型産業構造」の終わりよりも生産誘発構造のピークが遅かった

ことを示すことができた。これまでの研究では 1990 年以降の表で分析していたため、1995 年以前は

「フルセット」の産業構造があるため、国内の生産誘発効果が強かったと説明するに留まっていた。

しかし今回、1990 年以前の表を使った検証により、1995 年まで国内の生産誘発効果が強まっていた

ことを示すことができた。これは生産工程の細分化、高度化により、同じ「フルセット型」の産業構

造でも国内経済で生じる生産誘発効果が高まり、相対的に輸入による生産誘発の「機会損失」が低下

したためと考えられる。このことから、「フルセット型」の産業構造が高い生産誘発構造につながる

には、内需の拡大や産業の高度化などが必要であることが確認できる。 

また産業別に見ると、第一次・第二次産業の産業連関の弱体化は、1990 年以降に見られたのに対

し、経済全体の生産誘発効果の増加は 1995 年まで生じていた。このように「フルセット型」が崩れ

だした時期と生産誘発構造の弱化が始まった時期にずれが生じたのは、生産誘発効果の「残存率」が

高い第三次産業の生産額の全産業に占める割合が増加したことによる。 

次に貿易、特に輸入が我が国の地域間の生産誘発構造に与える影響が強まったことを示すことがで

きた。輸出よりも輸入の方が額面の増加以上に国内経済に与える影響が大きく、このことにより地域

内、地域間の生産誘発構造が弱体化し、生産誘発が国内の地域内、地域間で回りにくい状況になって

いる。つまり、地域間の生産誘発効果の差は、多いか少ないかの相対的なものから、効果が行き来し

ない絶対的なものに変化していることになる。 

なお今回の分析では、2012 年度の PAPAIOS 大会の報告で見せた分析手法の一部しか用いることが

できず、拡張も限定的なものに留まった。その原因として、評価基準を地域経済から一国経済に変え

たことで計算量が著しく増加したことがあげられる。これ以外には、生産誘発効果を受ける側だけで

なく、与える側からも分析すること、生産誘発効果を経路別に示し、地域間の分業構造の強さを分析

する手法がある。これらの手法を使った分析を用いて、引き続き国内の経済構造の変化を示していく。 
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Appendix 

A-1．地域間表（競争輸入型）の非競争輸入型への変換 

本論文では、経済産業省が作成した地域間産業連関表（以下、地域間表）を用いて分析を行ってい

る。この地域間表は我が国を９地域に分け、地域内、地域間の産業連関構造を示したものである。た

だし、この区分は図A-1が示すように一般的な地方の区分とは異なっている。 

 

図 A-1 地域間表における地域区分 
 

北海道 

東北 

関東 
中部 

近畿 

四国 

沖縄 

中国 

九州 

 
また、この地域間表は競争輸入・非競争移入の Isard 型であるため、非競争輸入型に加工した。用

いた加工方法は、輸入係数ベクトルを対角化してかけ、国産と輸入に分割する一般的なものである。

ただし、地域間表の作成工程に合わせた分割を行っている。つまり、地域間表の作成行程では、まず

競争輸入・競争移入型の地域内表を組み合わせて Chenery&Moses 型の競争輸入・競争移入型の地域

間表を作成している。次に、これを各地域の値を供給地域別に縦方向に分割して競争輸入・非競争移

入型の Isard 型に加工している。このことを踏まえ、国産と輸入の分割でも同様の加工を行った。 

表A-1は、その分割方法の概略である。 

 

表 A-1 非競争輸入型に加工した地域間産業連関表の構造（産業一部門） 

  
生産部門 

最終需要部門 

輸入 生産   内需 外需 

  地域A 他地域N 地域A 他地域N 輸出 

財投入 

（自給） 

地域A AAz  ANz  
AAf  

ANf  Ae  0 Ax  

他地域N NAz  
NNz  NAf  

NNf  Ne  0 Nx  

財投入 

（輸入） 

地域A MAz  0 MAf  0 0 Am  0 

他地域N 0 MNz  0 MNf  0 Nm  0 

付加価値 Av  
Nv       

生産 Ax  
Nx       
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また本論文では、地域間表から各地域の競争輸入・競争移入型地域内表と非競争輸入・非競争移入

型地域内表を抽出している。この地域内表の総需要額（列和）は総生産額と一致しないため、各計算

の基準となる各地域の「内需」（地域内最終需要）がもたらす生産誘発効果を計算することと、地域

間表と同様の計算を行い比較することに限定して用いている。 

 

A-2．生産誘発効果の計算 

本論文では、競争型表と非競争型表を併用して生産誘発効果の計算を行っている。計算は、競争型

表のみを用いた計算よりも複雑になるが、一般的な競争型表を使った分析できない効果を示すことが

できる。 

以下、二地域、地域内一部門の地域間表の例で計算方法を説明する。この説明で用いる記号の定義

は、以下のとおりである。 

 

 f KL
M ：最終需要（上付文字M：競争輸入型C、非競争輸入型NC、 

  下付文字左K：生産した地域、下付文字右L：需要した地域） 

 g KL
M ：間接の波及効果の行列（上付文字M：競争輸入型C、非競争輸入型NC、 

  下付文字左K：生産を誘発した地域、下付文字右L：生産を誘発された地域） 

 

本報告の計算では、まず表A-2のように生産誘発効果を直接と間接に分け、また間接の部分では誘

発した最終財を横方向に、誘発を受けた生産部門を縦方向に配置した行列を作成する。 

 

表 A-2 生産誘発効果の計算 

  
直接 間接（最終財別） 

  
最終需要 地域 A 地域 B 

直接 最終需要  M
ALf  

M
BLf  

間接 
（生産部門） 

地域 A M
ALf  

M
AL

M
AA fg  

M
BL

M
AB fg  

地域 B M
BLf  

M
AL

M
BA fg  

M
BL

M
BB fg  

注：表の灰色の部分は、最終需要で生じた直接の生産誘発効果を表す 

 

表 A-2 の表を、競争と非競争の別、最終需要別に求め、これらの行列から分析目的に応じて必要な

値を抽出、加工する。この方法により、行和を取れば従来の各地域、各部門が受ける生産誘発効果を、

列和を取れば各地域、各部門が与える生産誘発効果を求めることができる。また、この行列を用いる

ことで、生産誘発効果を経路別に分解できるが、本論文はそこまで踏み込めていない。 

また、本論文では入手できる最多の部門の表を使って計算を行い、それを分析に必要な部門数に統

合するという方法を用いている。この方法を採ることで、細かい部門の各最終需要や中間投入構造の

違いを計算結果に反映させ、分析目的に合わせて部門をそのつど統合することができる。本報告では、

９地域を６地域に、各年の最多部門を１地域１部門または３部門に統合している。 
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A-3．「残存率」の色覚化のための計算 

「残存率」は競争型表と非競争型表で求めた生産誘発効果の比を取り、国内に何％留まるかを示し

た値であり、筆者のこれまで研究では「国内残存率」としていたが、地域間表であるため「残存率」

とした。また「残存率」は「生産工程」、「全行程」の二種類のものを求めてきたが、本論文では「全

行程」、つまり生産工程と最終需要で輸入財を選択したことによって生じる生産誘発効果の損失を計

算する方法を用いた。表 A-3 はその計算方法を示したものである。 

  

表 A-3 「全行程」の「残存率」の計算方法と配置 

  
直接 最終財の消費 

  
最終需要 地域 A 地域 B 

直接 最終需要  
C
AL

NC
AL

f

f
 

C
BL

NC
BL

f

f
 

間接 
（生産部門） 

地域 A C
AL

NC
AL

f

f
 

C
AL

NC
AL

C
AA

NC
AA

f

f

g

g
C

BL

NC
BL

C
AB

NC
AB

f

f

g

g
 

地域 B C
BL

NC
BL

f

f
 

C
AL

NC
AL

C
BA

NC
BA

f

f

g

g
C

BL

NC
BL

C
BB

NC
BB

f

f

g

g
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